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１．排出削減事業の概要 

排出削減事業名 A 重油ボイラから木質バイオマスボイラへの更新プロジェクト 

排出削減事業者名 持永木材株式会社 

排出削減共同実施 
事業者名 

株式会社 FT カーボン 

事業実施場所 
持永木材株式会社 

（宮崎県都城市早鈴町 2040 番地 1） 

事業の概要 

A 重油ボイラ 9 基を木質バイオマスボイラ 1 基へ更新する。木質

バイオマスはカーボンニュートラルが適用され、CO2 を実質的に

排出しないものとみなされるため、ボイラの燃料を A 重油から木

質バイオマスへ転換することにより、CO2 排出量を削減する。 

排出削減量の計画 
2010 年度：1,098 tCO2/年 
2011-2012 年度：1,647 tCO2/年  
（事業実施期間合計 4,392tCO2） 

国内クレジット 
認証期間 

開始日   2010 年 7 月 20 日 
終了予定日 2013 年 3 月 31 日 

排出削減方法論 方法論番号 001 ボイラの更新 

 
２．審査結果 
 本事業は、排出削減事業の要件に適合している 
 



 

 

３．実施した審査手続の概要 
  
審査手続により、以下の排出削減事業の認証の要件の妥当性を確認している。 

要件 審査手続 

日本国内で実施されること 事業計画が日本国内で実施されていることを、事業サイトを

訪問して確認した。 
排出削減事業実施場所： 
持永木材株式会社 

（宮崎県都城市早鈴町 2040 番地 1） 
追加性を有すること 1) 本事業は、法的義務等の遵守のために計画されたもので

はなく、CO2 排出量の削減を目的として実施されたこと

を、関係者への質問等により確認した。 

2) 排出削減事業を実施せず、設備更新を行わない場合、既

存設備を継続して利用できることを、現地視察及び事業者

への質問等により確認した。 

3) 排出削減事業の投資回収年数は 5.9 年である。投資回収

年数計算の根拠データについて、事業者及び関係者への質

問及び検算、関連証憑との突合により適切性を確認してい

る。 

4) 燃料となる木質バイオマスは、自事業所から発生するバ

ーク、端材及びプレナー屑、周辺地域（主として宮崎県、

一部鹿児島県）の林地残材及び間伐材であることを、事業

者への質問、関連資料等により確認した。林地残材及び間

伐材は未利用であり、バーク、端材及びプレナー屑につい

ては、事業実施前、既存のバイオマスボイラで使用されて

いたものである。 

自主行動計画に参加してい

ない者により行われること 
排出削減事業者への質問、関係者への質問等により、自主行

動計画に参加していない事業者であることを確認している。 

排出削減方法論に基づいて

実施されること 
1) 本排出削減事業は、承認済排出削減方法論 001 に基づき

排出削減量を計算しており、また、方法論の適用条件を満

たしていることを確認している。 

適用条件 1：既存ボイラ並びに新設ボイラの機器仕様書

(カタログ)の参照、現地視察によって、バイオマスボイラ

設備に更新されたことを確認している。 



 

 

適用条件 2：既存ボイラは、バックアップボイラとして

設置されており、引き続き運転可能であることを、過去の

運転状況の確認、現地視察によって確認している。 

適用条件 3：事業実施前及び実施後のボイラ蒸気が、継

続的に自家消費されている状況であること、今後も継続す

ることを、現地視察及びヒアリングによって確認してい

る。 

2) その他、バウンダリの設定、ベースラインの設定、リー

ケージの特定、排出削減量、モニタリング方法が適切であ

ることについて、それぞれ質問と関連証憑により確認して

いる。 

  特にリーケージについては、木材集積地からの林地残材

及び間伐材の輸送、チップサイロからバイオマスボイラま

での輸送、及び既存 A 重油ボイラと比較して増加するバ

イオマスボイラの補機電力に伴う CO2 排出量が考えられ

るが、計算の結果、排出削減量の 5％未満であることを確

認した。 
 

上記の詳細については、別紙「排出削減事業の要件についての確認事項一覧」を参照する

こと。 
 
４．特記事項 
投資回収年数については、補助金を除いた純投資額をもとに算出している。 
 

以上 


